
2023年12月15日

　　　　　       　　中間貸借対照表（２０２３年９月３０日現在）

（単位：百万円）

金　　　　　額 金　　　　　額

461,165 3,833,279

747 3,100

8,339 84,000

974,500 147,382

△ 0 246,846

3,081,772 1,324

1,637 12,324

28,288 1,261

そ の 他 の 資 産 28,288 787

33,229 153

950 10,122

6,727 568

5,004 58

△ 16,527 94

1,681

13,870

4,493

5,004

4,354,026

18,000

13,834

13,834

143,233

5,392

137,840

買換資産圧縮積立金 434

別 途 積 立 金 129,280

繰 越 利 益 剰 余 金 8,125

175,067

45,793

2,639

8,308

56,741

231,808

4,585,835 4,585,835

第１１５期　中間決算公告

愛知県名古屋市中区栄三丁目１４番１２号

取締役頭取　伊藤　行記
株 式 会 社　愛 知 銀 行

科                目 科                目

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

現 金 預 け 金 預 金

コ ー ル ロ ー ン 譲 渡 性 預 金

コ ー ル マ ネ ー

債券貸借取引受入担保金

買 入 金 銭 債 権

借 用 金

有 価 証 券

外 国 為 替

投 資 損 失 引 当 金

貸 出 金

外 国 為 替

そ の 他 資 産

そ の 他 負 債

未 払 法 人 税 等

リ ー ス 債 務

有 形 固 定 資 産 資 産 除 去 債 務

無 形 固 定 資 産 そ の 他 の 負 債

前 払 年 金 費 用 賞 与 引 当 金

支 払 承 諾 見 返 役 員 退 職 慰 労 引 当 金

貸 倒 引 当 金 睡眠預金払戻損失引当金

偶 発 損 失 引 当 金

利 益 準 備 金

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計

そ の 他 利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

土 地 再 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計



から
まで

（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

26,128

資 金 運 用 収 益 18,062

( う ち 貸 出 金 利 息 ) （ 11,576 ）

(うち有価証券利息配当金) （ 6,290 ）

役 務 取 引 等 収 益 5,050

そ の 他 業 務 収 益 139

そ の 他 経 常 収 益 2,875

21,312

資 金 調 達 費 用 845

( う ち 預 金 利 息 ) （ 502 ）

役 務 取 引 等 費 用 1,813

そ の 他 業 務 費 用 3,372

営 業 経 費 13,378

そ の 他 経 常 費 用 1,902

4,815

0

6

4,809

1,659

△ 284

1,337

3,471

２０２３年　４月　１日
２０２３年　９月３０日

科　　　　　目

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

          中間損益計算書

法 人 税 等 合 計

中 間 純 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

税 引 前 中 間 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額



 

 

個別注記表 
 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
重要な会計方針 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株式につ

いては移動平均法による原価法、その他有価証券については時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格

のない株式等については移動平均法による原価法により行っております。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

有形固定資産は、定率法〔ただし、1998年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）並びに2016年４月１

日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法〕を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し計上

しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物   ８年～50年 

その他   ３年～20年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内における利用可能

期間（５年）に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」及び「無形固定資産」中のリース資産は、リース期間

を耐用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としております。 

５．引当金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当規定に則り、次のとおり計上しております。 

①破産、特別清算等、法的または形式的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権およびそれと

実質的に同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額およ

び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

②現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債

権については、主に債権額から、担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額に対

して今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期

間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに基づく修正を加えた予想損失率により貸倒引当金を

計上しております。 

③貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調または不安定で、今後の管理に注意を要する債務者（要注意

先）のうち、債権の全部または一部が要管理債権（貸出条件緩和債権および三月以上延滞債権）である債務者（要

管理先）に係る債権については、今後３年間または平均残存期間の予想損失額を見込んで計上しており、３年間の

貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに基

づく修正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。 

④上記③以外の要注意先および業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者（正常

先）に係る債権は今後１年間または平均残存期間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は１年間

の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに

基づく修正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。 

上記③および④の将来見込みに基づく予想損失率の修正方法について、以下の方法を採用しております。 

・業種の特性を反映する方法 

今後の経済環境の変化が信用リスクにあたえる影響が大きいと考えられる特定業種に属する債務者に係る債権につい

て、業績悪化に伴い今後増加すると予想される信用コストの増加を予想損失率に反映させて引当を行っております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しており

ます。 

 (2) 投資損失引当金 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額



 

 

を計上しております。 

(3) 賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する

額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。また、退職給付債務の算定に当たり、退職給

付見込額を当中間期末までの期間に帰属させる方法については給付算定式基準によっております。なお、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（12年）による定額法により按分した額を、それ

ぞれ発生の翌期から損益処理しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労引当金は、執行役員への退職慰労金の支払いに備えるため、執行役員に対する退職慰労金の支給見積額の

うち、当中間期末までに発生していると認められる額を計上しております。 

(6) 睡眠預金払戻損失引当金 

睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、

過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

(7) 偶発損失引当金 

偶発損失引当金（保証負担損失引当金）は、貸出金等に係る信用保証協会の保証についての責任共有制度等による将来

の負担金支払に備えるため、過去の貸倒実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建資産・負債は、中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。 

７．収益及び費用の計上方法 

顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービスに係る役務等の提供であり、約

束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認

識しております。 

８．ヘッジ会計の方法 

金利リスク・ヘッジ 

金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会

計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下、「業種別委員会実務

指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺す

るヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグ

ルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ

手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

また、一部の資産について、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによっております。 

ヘッジ有効性評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も継

続して相場変動を相殺しているため、有効性の評価を省略しております。 

９．消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は、当中間期の費用に計上しております。 

  



 

 

 
注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

１. 関係会社の株式及び出資金総額  4,311百万円 

２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、中間貸

借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当

該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他資産」中

の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 9,277百万円 

危険債権額 44,101百万円 

要管理債権額 4,724百万円 

 三月以上延滞債権額 330百万円 

 貸出条件緩和債権額 4,394百万円 

小計額 58,103百万円 

正常債権額 3,072,514百万円 

合計額 3,130,617百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破

綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財務状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本

の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものでありま

す。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並び

に三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危

険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当控除前の金額であります。 

３．手形割引は、業種別委員会実務指針24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手

形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しており

ますが、その額面金額は12,865百万円であります。 

４． ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」(日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第３号 2014年11月28日)に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間貸

借対照表計上額は、2,745百万円であります。 
 
５. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 431,575百万円 

貸出金 113,480百万円 

担保資産に対応する債務 

債券貸借取引受入担保金 147,382百万円 

借用金 246,846百万円 

上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券667百万円を差し入れておりま

す。 

また、その他の資産には、金融商品等差入担保金20百万円、中央清算機関差入証拠金10,000百万円及び保証金273百万円

が含まれております。 

６. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係

る融資未実行残高は、620,799百万円であり、これらは全て原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無条件で取消

可能なもの）であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行の将

来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及び

その他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条

項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的

に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており

ます。 

７. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評価差額につい



 

 

ては、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を

「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税の課税価額に基づいて、合理的な調整を

行って算出。 

８. 有形固定資産の減価償却累計額 25,048百万円

９. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の額

は42,403百万円であります。 

10．銀行法施行規則第19条の２第１項第３号ロ（10）に規定する単体自己資本比率（国内基準）は、8.58％であります。 

 

(中間損益計算書関係) 

１. 「その他経常収益」には、償却債権取立益２百万円及び株式等売却益2,714百万円を含んでおります。 

２. 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額741百万円、偶発損失引当金繰入額52百万円、株式等売却損240百万円及び株

式等償却46百万円を含んでおります。 

 

(中間株主資本等変動計算書関係) 

  該当事項はありません。 

 
(有価証券関係) 

中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

１．満期保有目的の債券(2023年９月30日現在） 

 

 種 類 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時 価 
（百万円） 

差 額 
（百万円） 

 
時価が中間貸
借対照表計上
額を超えるも
の 

国 債 － － － 

地 方 債 － － － 

社 債 － － － 

小 計 － － － 

 
時価が中間貸
借対照表計上
額を超えない
もの 

国 債 991 980 △10 

地 方 債 1,499 1,478 △20 

社 債 200 188 △11 

小 計 2,690 2,647 △43 

合 計 2,690 2,647 △43 

 

２．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2023年９月30日現在） 

該当事項はありません。 

（注）市場価格のない株式等の中間貸借対照表計上額 

 中間貸借対照表計上額（百万円） 

子会社・子法人等株式 3,560 

関連法人等株式 － 

  



 

 

３．その他有価証券(2023年９月30日現在) 
 

 種 類 
中間貸借対照表計上額 
（百万円） 

取 得 原 価 
（百万円） 

差    額 
（百万円） 

中間貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

るもの 

株   式 145,305 67,045 78,259 

債   券 70,130 69,727 403 

国   債 － － － 

地 方 債 6,220 6,204 15 

社   債 63,910 63,522 388 

外 国 債 券 5,801 5,771 30 

そ の 他 97,870 86,915 10,954 

小   計 319,109 229,460 89,649 

中間貸借対照

表計上額が取

得原価を超え

ないもの 

株 式 7,052 7,672 △620 

債 券 514,895 533,660 △18,765 

国 債 140,166 150,189 △10,022 

地 方 債 149,839 154,176 △4,336 

社 債 224,888 229,295 △4,406 

外 国 債 券 51,836 52,931 △1,095 

そ の 他 80,521 85,012 △4,490 

小   計 654,305 679,277 △24,971 

合 計 973,415 908,737 64,677 

 
（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金等の中間貸借対照表計上額 

 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 

非上場株式 1,310 

組合出資金等 1,863 

 
  組合出資金等については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021

年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。  



 

 

(税効果会計関係） 

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。 

繰延税金資産  

貸倒引当金 4,453百万円

偶発損失引当金 514 

減価償却費 734 

有価証券償却 1,301 

土地減損等 357 

その他 1,569 

繰延税金資産小計 8,931 

評価性引当額 △1,849 

繰延税金資産合計 7,082 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △18,883 

退職給付引当金 △364 

退職給付信託設定益 △337 

繰延ヘッジ損益 △1,164 

買換資産圧縮積立金 

その他 

△191 

△10 

繰延税金負債合計 △20,952 

繰延税金負債の純額 △13,870百万円

 

（収益認識関係） 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、中間連結財務諸表「注記事項（収益認識関係）」に同一

の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

（１株当たり情報） 

１株当たりの純資産額 21,530円14銭 

１株当たりの中間純利益金額 322円42銭 

  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。



2023年12月15日

中間連結貸借対照表（２０２３年９月３０日現在）

（単位：百万円）

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

（　資　産　の　部　） （　負　債　の　部　）

現 金 預 け 金 461,236 預 金 3,829,962

コールローン及び買入手形 747 譲 渡 性 預 金 3,100

買 入 金 銭 債 権 8,339 コールマネー及び売渡手形 84,000

有 価 証 券 971,359 債券貸借取引受入担保金 147,382

投 資 損 失 引 当 金 △ 0 借 用 金 252,736

貸 出 金 3,073,189 外 国 為 替 1,324

外 国 為 替 1,637 そ の 他 負 債 13,692

そ の 他 資 産 52,260 賞 与 引 当 金 582

有 形 固 定 資 産 33,556 役 員 賞 与 引 当 金 2

無 形 固 定 資 産 962 退 職 給 付 に 係 る 負 債 538

退 職 給 付 に 係 る 資 産 7,409 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 59

繰 延 税 金 資 産 157 睡眠預金払戻損失引当金 94

支 払 承 諾 見 返 5,004 偶 発 損 失 引 当 金 1,681

貸 倒 引 当 金 △ 17,250 繰 延 税 金 負 債 13,914

再評価に係る繰延税金負債 4,493

支 払 承 諾 5,004

負 債 の 部 合 計 4,358,568

（ 純　資　産　の　部 ）

資 本 金 18,000

資 本 剰 余 金 15,941

利 益 剰 余 金 148,259

株 主 資 本 合 計 182,200

その他有価証券評価差額金 45,903

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 2,639

土 地 再 評 価 差 額 金 8,308

退職給付に係る調整累計額 99

その他の包括利益累計額合計 56,951

非 支 配 株 主 持 分 891

純 資 産 の 部 合 計 240,043

資 産 の 部 合 計 4,598,612 負債及び純資産の部合計 4,598,612

第１１５期　中間決算公告

愛知県名古屋市中区栄三丁目１４番１２号
株 式 会 社　愛 知 銀 行

取締役頭取　伊藤　行記



　　               　 ２０２３年４月　１日から　　　　
           　中間連結損益計算書

　　               　 ２０２３年９月３０日まで　　　　

29,779
18,084

（ 11,569 ）
（ 6,319 ）

5,536
3,269
2,889

24,734
841

（ 502 ）
1,970
6,208
13,725
1,989

5,044
0

0
6

6
5,037
1,678
△ 295
1,382
3,655

72
3,582

（単位：百万円）

科　　　　　　目 金　　　　　　額

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

資 金 調 達 費 用

（ う ち 預 金 利 息 ）

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

（ う ち 貸 出 金 利 息 ）

（ う ち 有 価 証 券 利 息 配 当 金 ）

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

固 定 資 産 処 分 損

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

法 人 税 等 合 計



 

 

中間連結財務諸表の作成方針 

 

 子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいております。 

(1) 連結の範囲に関する事項 

①連結される子会社及び子法人等      ５社 

愛銀ビジネスサービス株式会社 

愛銀リース株式会社 

株式会社愛銀ディーシーカード 

愛銀コンピュータサービス株式会社 

愛知キャピタル株式会社 

②非連結の子会社及び子法人等       ４社 

あいぎんベンチャーファンド１号投資事業有限責任組合 

あいぎん事業承継ファンド１号投資事業有限責任組合 

あいちスタートアップファンド１号投資事業有限責任組合 

あいぎんベンチャーファンド２号投資事業有限責任組合 

 非連結の子会社及び子法人等は、その資産、経常収益、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合

う額）及びその他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、連結の範囲から除いても企業集団の財政状態及

び経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外しております。 

(2) 持分法の適用に関する事項 

①持分法適用の非連結の子会社及び子法人等 

該当ございません。 

②持分法適用の関連法人等 

該当ございません。 

③持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等    ４社 

あいぎんベンチャーファンド１号投資事業有限責任組合 

あいぎん事業承継ファンド１号投資事業有限責任組合 

あいちスタートアップファンド１号投資事業有限責任組合 

あいぎんベンチャーファンド２号投資事業有限責任組合 

 持分法非適用の子会社及び子法人等は、中間純損益（持分に見合う額）、利益剰余金（持分に見合う額）及びその

他の包括利益累計額（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても中間連結財務諸表に重要な影響を与

えないため、持分法の対象から除いております。 

④持分法非適用の関連法人等 

該当ございません。 

(3) 連結される子会社及び子法人等の中間決算日等に関する事項 

すべての連結される子会社及び子法人等の中間決算日は中間連結決算日と一致しております。



 

 

連結注記表 
 
記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 
会計方針に関する事項 

１．商品有価証券の評価基準及び評価方法 

商品有価証券の評価は、時価法(売却原価は移動平均法により算定)により行っております。 

２．有価証券の評価基準及び評価方法 

有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額法)、その他有価証券については時

価法(売却原価は移動平均法により算定)、ただし市場価格のない株式等については移動平均法による原価法により行ってお

ります。 

なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法 

デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産(リース資産を除く) 

当行の有形固定資産は、定率法〔ただし、1998年４月１日以後に取得した建物(建物附属設備を除く。)並びに2016年４

月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については定額法〕を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し

計上しております。 

また、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建 物  ８年～50年 

その他  ３年～20年 

連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、資産の見積耐用年数に基づき、主として定額法により償却

しております。 

(2) 無形固定資産(リース資産を除く) 

無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当行並びに連結される

子会社及び子法人等で定める利用可能期間(５年)に基づいて償却しております。 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る｢有形固定資産｣及び｢無形固定資産｣中のリース資産は、リース期間を耐

用年数とした定額法により償却しております。なお、残存価額については、零としております。 

５．貸倒引当金の計上基準 

当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当規定に則り、次のとおり計上しております。 

①破産、特別清算等、法的または形式的に経営破綻の事実が発生している債務者（破綻先）に係る債権およびそれと実

質的に同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額および保

証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上しております。 

②現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（破綻懸念先）に係る債権

については、主に債権額から、担保の処分可能見込額および保証による回収可能見込額を控除し、その残額に対して

今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間にお

ける平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに基づく修正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上して

おります。 

③貸出条件や返済履行状況に問題があり、業況が低調または不安定で、今後の管理に注意を要する債務者（要注意先）

のうち、債権の全部または一部が要管理債権（貸出条件緩和債権および三月以上延滞債権）である債務者（要管理

先）に係る債権については、今後３年間または、平均残存期間の予想損失額を見込んで計上しており、３年間の貸倒

実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに基づく修

正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。 

④上記③以外の要注意先および業況が良好であり、かつ財務内容にも特段の問題がないと認められる債務者（正常先）

に係る債権は今後１年間または平均残存期間の予想損失額を見込んで計上しております。予想損失額は１年間の貸倒

実績を基礎とした貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込みに基づく修

正を加えた予想損失率により貸倒引当金を計上しております。 

上記③および④に将来見込みに基づく予想損失率の修正方法について、以下の方法を採用しております。 

・業種の特性を反映する方法 

今後の経済環境の変化が信用リスクにあたえる影響が大きいと考えられる特定業種に属する債務者に係る債権につい

て、業績悪化に伴い今後増加すると予想される信用コストの増加を予想損失率に反映させて引当を行っております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しておりま

す。 

連結される子会社および子法人等の貸倒引当金は、一般債権については過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額



 

 

を貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ計上しております。 

６．投資損失引当金の計上基準 

投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行会社の財政状態等を勘案して必要と認められる額を

計上しております。 

７．賞与引当金の計上基準 

賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間連結会計期間に

帰属する額を計上しております。 

８．役員賞与引当金の計上基準 

連結される子会社及び子法人等は、役員賞与引当金について、役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の

支給見込額のうち、当中間連結会計期間に帰属する額を計上しております。 

９．役員退職慰労引当金の計上基準 

役員退職慰労引当金は、当行の執行役員並びに連結される子会社及び子法人等の役員への退職慰労金の支払いに備えるた

め、当行の執行役員並びに連結される子会社及び子法人等の役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間連結会計

期間末までに発生していると認められる額を計上しております。 

10．睡眠預金払戻損失引当金の計上基準 

当行の睡眠預金払戻損失引当金は、利益計上した睡眠預金について、預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるた

め、過去の払戻実績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。 

11．偶発損失引当金の計上基準 

当行の偶発損失引当金(保証負担損失引当金)は、貸出金等に係る信用保証協会の保証についての責任共有制度等による将

来の負担金支払に備えるため、過去の貸倒実績等を勘案して必要と認められる額を計上しております。 

12．退職給付に係る会計処理の方法 

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当中間連結会計期間末までの期間に帰属させる方法については給付算定

式基準によっております。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年

数（12年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理しております。 
 

13．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の外貨建資産・負債は、中間連結決算日の為替相場による円換算額を付してお

ります。 

14．重要な収益及び費用の計上基準 

(1)ファイナンス・リース取引の収益・費用の計上基準 

ファイナンス・リース取引に係る収益・費用の計上基準については、リース料受取時に経常収益と経常費用を計上する

方法によっております。 

(2)顧客との契約から生じる収益の計上基準 

当行並びに連結される子会社及び子法人等の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務

は、金融サービスに係る役務等の提供であり、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

15．重要なヘッジ会計の方法 

金利リスクヘッジ 

当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号 2022年３月17日。以下、「業種別委員

会実務指針第24号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を

相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間

毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象と

ヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。 

また、一部の資産について、ヘッジ対象とヘッジ手段を直接対応させる個別ヘッジによる繰延ヘッジによっております。 

ヘッジの有効性評価については、ヘッジ手段とヘッジ対象の条件がほぼ同一であることから、ヘッジ開始時及びその後も

継続して相場変動を相殺しているため、有効性の評価を省略しております。 

16．消費税等の会計処理 

有形固定資産に係る控除対象外消費税等は、当中間連結会計期間の費用に計上しております。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

（会計方針の変更） 

（割賦販売取引の売上高及び売上原価の計上基準の変更） 

当行の連結子会社である愛銀リース株式会社は、割賦販売取引の売上高及び売上原価の計上基準については、従来より、

「リース業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（業種別監査委員会報告第19号 

2000年11月14日）に基づき、割賦債権と繰延割賦未実現利益を両建計上し、割賦売上高と割賦売上原価を両建計上する処理

を行ってきましたが、当中間連結会計期間にリースシステムを変更したことに伴い、経済実態をより適切に財務諸表に反映

させることが可能となったことから、当中間連結会計期間より、元本相当額を割賦債権に、利息相当額を売上高に計上する

方法に変更しており、当該変更は遡及適用しております。この結果、遡及適用前と比較して、前連結会計年度のその他資産

及びその他負債がそれぞれ276百万円減少しております。なお、前連結会計年度の期首の利益剰余金に対する影響はありま

せん。 

加えて、割賦販売取引に含まれる利息相当額の計上方法については、従来、定額法を採用しておりましたが、当中間連結

会計期間より、原則的な方法である利息法に変更しております。当該変更が過去に与える影響は軽微であるため遡及適用せ

ず、累積的影響額は当期の損益で処理しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微でありま

す。 

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

１．関係会社の株式及び出資金総額（連結子会社及び連結子法人等の出資金を除く） 759百万円 

２. 銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりであります。なお、債権は、中間連

結貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証しているものであっ

て、当該社債の発行が有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その他

資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるものであります。 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 9,298百万円 

危険債権額 44,101百万円 

要管理債権額 4,724百万円 

 三月以上延滞債権額 330百万円 

 貸出条件緩和債権額 4,394百万円 

小計額 58,124百万円 

正常債権額 3,063,908百万円 

合計額 3,122,033百万円 

破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破

綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権であります。 

危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本

の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものでありま

す。 

三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で破産更生債権及びこ

れらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであります。 

貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並び

に三月以上延滞債権に該当しないものであります。 

正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危

険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権以外のものに区分される債権であります。 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

３. 手形割引は、業種別委員会実務指針第24号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた銀行引受手

形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替等は、売却又は(再)担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は12,865百万円であります。 

４. ローン・パーティシペーションで、「ローン・パーティシペーションの会計処理及び表示」(日本公認会計士協会会計制度

委員会報告第３号 2014年11月28日)に基づいて、原債務者に対する貸出金として会計処理した参加元本金額のうち、中間連

結貸借対照表計上額は、2,745百万円であります。 

５. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

担保に供している資産 

有価証券 431,575百万円 

貸出金 113,480百万円 

担保資産に対応する債務 

債券貸借取引受入担保金 147,382百万円 

借用金 246,846百万円 



 

 

 上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券667百万円を差し入れておりま

す。 

また、その他資産には、金融商品等差入担保金20百万円、中央清算機関差入証拠金10,000百万円及び保証金273百万円が含

まれております。 

６. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定

された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係

る融資未実行残高は、620,440百万円であり、これらは全て原契約期間が１年以内のもの(又は任意の時期に無条件で取消可

能なもの)であります。 

なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当行並び

に連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに

は、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申

し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時におい

て必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内(社内)手続に基づき顧客

の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。 

７. 土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、当行の事業用の土地の再評価を行い、評価差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金

額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。 

再評価を行った年月日 1998年３月31日 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第４号に定める地価税の課税価額に基づいて、合理的な調整を行

って算出。 

８. 有形固定資産の減価償却累計額 25,499百万円

９. 「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する保証債務の額は

42,403百万円であります。 

10．銀行法施行規則第17条の５第１項第３号ロ（10）に規定する連結自己資本比率（国内基準）は、8.85％であります。 

 

(中間連結損益計算書関係) 

１. 「その他経常収益」には、償却債権取立益２百万円及び株式等売却益2,714百万円を含んでおります。 

２. 「その他経常費用」には、貸倒引当金繰入額795百万円、偶発損失引当金繰入額52百万円、株式等売却損240百万円及び株

式等償却46百万円を含んでおります。 

３．中間包括利益 22,203百万円 

 

(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

１. 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （単位：千株）
 

 当連結会計年度期首株式数 当中間連結会計期間増加株式数 当中間連結会計期間減少株式数 当中間連結会計期間末株式数 摘 要 

発行済株式      

 普 通 株 式 10,766 － － 10,766  

 合 計 10,766 － － 10,766  

自 己 株 式      

 普 通 株 式 － － － －  

 合 計 － － － －  
 

２. 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３. 配当に関する事項 

(1) 当中間連結会計期間中の配当金支払額 
 

(決議) 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基 準 日 効 力 発 生 日 

2023年６月23日 
定 時 株 主 総 会 

普 通 株 式 1,787百万円 166円 2023年３月31日 2023年６月23日 

 
 

 

 

 



 

 

(2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となるもの 
 

(決議) 株式の種類 配当金の総額 配 当 の 原 資 １株当たり配当額 基 準 日 効力発生日 

2023年11月13日 
取 締 役 会 

普 通 株 式 1,787百万円 その他利益剰余金 166円 2023年9月30日 2023年12月１日 

 
 
 
 

(金融商品関係) 

１. 金融商品の時価等に関する事項 

2023年９月30日における中間連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。なお、市場価格

のない株式等及び組合出資金等は、次表には含めておりません（（注１）参照）。また、現金預け金、コールローン及び買入

手形、コールマネー及び売渡手形並びに債券貸借取引受入担保金は、短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するこ

とから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 中間連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(１) 買入金銭債権 8,339 8,339 － 

(２) 有価証券 968,146 968,103 △43 

満期保有目的の債券 2,690 2,647 △43 

その他有価証券 965,455 965,455 － 

(３) 貸出金 3,073,189   

貸倒引当金（＊１） △16,489   

 3,056,700 3,037,120 △19,579 

   資産計 4,033,185 4,013,563 △19,622 

（１）預金 3,829,962 3,829,975 12 

（２）譲渡性預金 3,100 3,100 － 

（３）借用金 252,736 252,310 △426 

   負債計 4,085,798 4,085,385 △413 

デリバティブ取引（＊2）    

 ヘッジ会計が適用されていないも 
 の 

(1,693) (1,693) － 

 ヘッジ会計が適用されているもの 
 （*３） 

3,803 3,803 － 

   デリバティブ取引計 (2,110) (2,110) － 

（＊１）貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
（＊２）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。 

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、

（ ）で表示しております。 

（＊３）ヘッジ対象である国債の相場変動を相殺するためにヘッジ手段として指定した金利スワップ等であり、主に繰延ヘッ

ジを適用しております。 

  



 

 

（注１）市場価格のない株式等及び組合出資金等の中間連結貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の

「その他有価証券」には含まれておりません。 

（単位：百万円） 
区分 中間連結貸借対照表計上額 

非上場株式（*１）（*２） 1,341 

組合出資金等（*３） 1,872 

（＊１）非上場株式については、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 2020年３月31

日）第５項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

（＊２）当中間連結会計期間において、非上場株式について46百万円減損処理を行っております。 

（＊３）組合出資金等については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17

日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりません。 

 

２.金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類して

おります。 

 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定の対

象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプット

を用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベ

ルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

 

（１)時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

買入金銭債権 － － 8,339 8,339 

有価証券     

 その他有価証券     

  国債・地方債等 140,166 156,060 － 296,227 

  社債 － 246,350 42,448 288,799 

  株式 152,639 － － 152,639 

  その他 105,649 122,140 － 227,789 

デリバティブ取引     

 金利関連 － 3,803 － 3,803 

 通貨関連 － 58 － 58 

資産計 398,455 528,414 50,788 977,657 

デリバティブ取引     

 金利関連 － － － － 

 通貨関連 － 1,752 － 1,752 

負債計 － 1,752 － 1,752 

 

（２）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

（単位：百万円） 

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券     

 満期保有目的の債券     

  国債・地方債等 980 1,478 － 2,459 

  社債 － 188 － 188 

貸出金 － － 3,037,120 3,037,120 

資産計 980 1,667 3,037,120 3,039,768 

預金 － 3,829,975 － 3,829,975 

譲渡性預金 － 3,100 － 3,100 

借用金 － 252,310 － 252,310 

負債計 － 4,085,385 － 4,085,385 



 

 

 

（注１）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

資産 

買入金銭債権 

買入金銭債権については、取引金融機関から入手した価格によっており、入手した価格に使用されたインプットに基づ

き、重要な観察できないインプットを用いている場合にはレベル３、そうでない場合はレベル２の時価に分類しておりま

す。 

 

有価証券 

有価証券については、活発な市場における無調整の相場価格を利用できるものはレベル１の時価に分類しております。

主に上場株式や国債がこれに含まれます。 

公表された相場価格を用いていたとしても市場が活発でない場合にはレベル２の時価に分類しております。主に地方

債、社債、住宅ローン担保証券がこれに含まれます。 

市場における取引価格が存在しない投資信託について、解約又は買戻請求に関して市場参加者からリスクの対価を求め

られるほどの重要な制限がない場合には基準価格を時価とし、レベル２の時価に分類しております。 

相場価格が入手できない場合には、将来キャッシュ・フローの割引現在価値法などの評価技法を用いて時価を算定して

おります。評価に当たっては観察可能なインプットを最大限利用しており、インプットには、TIBOR、国債利回り、信用ス

プレッド、倒産時の損失率等が含まれます。算定に当たり重要な観察できないインプットを用いている場合には、レベル

３の時価に分類しております。 

 

貸出金 

貸出金については、貸出金の種類及び内部格付、期間に基づく区分ごとに、元利金の合計額を信用リスク等のリスク要

因を織り込んだ割引率で割り引いて時価を算定しており、当該割引率が観察不能であることからレベル３の時価に分類し

ております。 

また、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、見積将来キャッシュ・フローの現在価値又は担

保及び保証による回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は中間連結決算日における中間連結貸借

対照表上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似していることから、当該価額を時価としており、レ

ベル３の時価に分類しております。 

 

負債 

預金、及び譲渡性預金 

要求払預金については、中間連結決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、定期

預金及び譲渡性預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定してお

ります。その割引率は、新規に当該同種預金を残存期間まで受け入れる際に用いるレート（店頭基準金利）を用いておりま

す。なお、中間連結決算日における預入満期までの残存期間が１年以内の取引については、時価が帳簿価額と近似している

ことを確認し、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

借用金 

借用金については、当該取引から発生する見積将来キャッシュ・フローを無リスクの利子率で割り引いて現在価値を算定

しております。なお、中間連結決算日における満期日までの残存期間が１年以内の取引については、時価が帳簿価額と近似

していることを確認し、当該帳簿価額を時価としております。これらについては、レベル２の時価に分類しております。 

 

デリバティブ取引 

デリバティブ取引については、大部分が店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引の種類や満期まで

の期間に応じて現在価値技法等の評価技法を利用して時価を算定しております。それらの評価技法で用いているインプット

は、金利や為替レート等であります。観察できないインプットを用いていない又はその影響が重要でない場合はレベル２の

時価に分類しており、プレイン・バニラ型の金利スワップ取引、為替予約取引等が含まれます。 

 

（注２）時価で中間連結貸借対照表に計上している金融商品のうちレベル３の時価に関する情報  

(１) 重要な観察できないインプットに関する定量的情報（2023年９月30日） 

区分 評価技法 

重要な観察で

きないインプ

ット 

インプットの 

範囲 

インプットの 

加重平均 

有価証券     

 その他有価証券     

  自行保証付 

  私募債 
現在価値技法 

割引率 0.0％－13.9％ 0.3％ 

倒産時の損失

率 
0.0％－6.6％ 2.6％ 

 

 



 

 

(２)期首残高から期末残高への調整表、当期の損益に認識した評価損益（2023年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
期首残

高 

当期の損益又はそ

の他の包括利益 

購入、売

却、発行

及び決済

の純額 

レベル

３の時

価への

振替 

 

レベル

３の時

価から

の振替 

 

期末残高 

当期の損益

に計上した

額のうち中

間連結貸借

対照表日に

おいて保有

する金融資

産及び金融

負債の評価

損益（*） 

損益に

計上 

(*） 

その他

の包括

利益に

計上 

 

買入金銭債権         

 信託受益権 8,788 － △267 △182 － － 8,339 － 

有価証券         

 その他有価 

  証券 
        

  自行保証 

    付私募債 
41,241 ３ △122 1,326 － － 42,448 － 

（*）中間連結損益計算書の「その他業務収益」及び「その他業務費用」に含まれております。 

 

(３) 時価の評価プロセスの説明 

当行グループは経営会議において時価の算定に関する方針及び手続を定めており、これに沿って各取引部門及びコンプラ

イアンス・リスク統括部が時価を算定しております。 

時価の算定に当たっては、個々の資産の性質、特性及びリスクを最も適切に反映できる評価モデルを用いております。ま

た、第三者から入手した相場価格を利用する場合においても、利用されている評価技法及びインプットの確認や類似の金融

商品の時価との比較等の適切な方法により価格の妥当性を検証しております。 

 

(４) 重要な観察できないインプットを変化させた場合の時価に対する影響に関する説明 

自行保証付私募債の時価の算定で用いている重要な観察できないインプットは、割引率及び倒産時の損失率であります。

これらのインプットの著しい上昇（低下）は、時価の著しい下落（上昇）を生じさせます。 

 

(有価証券関係) 

 中間連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の信託受益権が含まれております。 

１．満期保有目的の債券（2023年９月30日現在） 

 種     類 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
時        価 
(百万円) 

差       額 
(百万円) 

時価が中間連結貸借

対照表計上額を超え

るもの 

国 債 － － － 

地 方 債 － － － 

社 債 － － － 

小 計 － － － 

時価が中間連結貸借

対照表計上額を超え

ないもの 

国 債 991 980 △10 

地 方 債 1,499 1,478 △20 

社 債 200 188 △11 

小 計 2,690 2,647 △43 

合    計 2,690 2,647 △43 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

２．その他有価証券(2023年９月30日現在) 
 

 種     類 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
取 得 原 価 
(百万円) 

差       額 
(百万円) 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えるもの 

株 式 145,587 67,102 78,485 

債 券 70,130 69,727 403 

国 債 － － － 

地 方 債 6,220 6,204 15 

社 債 63,910 63,522 388 

外 国 債 券 5,801 5,771 30 

そ の 他 97,870 86,915 10,954 

小 計 319,390 229,516 89,874 

中間連結貸借対照表

計上額が取得原価を

超えないもの 

株 式 7,052 7,672 △620 

債 券 514,895 533,660 △18,765 

国 債 140,166 150,189 △10,022 

地 方 債 149,839 154,176 △4,336 

社 債 224,888 229,295 △4,406 

外 国 債 券 51,836 52,931 △1,095 

そ の 他 80,620 85,111 △4,490 

小 計 654,404 679,376 △24,972 

合    計 973,795 908,893 64,901 
 
 

(収益認識会計) 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報（2023年９月30日） 

（単位：百万円） 

 
報告セグメント 

その他 合計 
銀行業 リース業 計 

役務取引等収益 3,535 － 3,535 475 4,011 

 預金・貸出業務 879 － 879 － 879 

 為替業務 964 － 964 － 964 

 代理業務 916 － 916 － 916 

 その他 775 － 775 475 1,251 

その他業務収益 － 319 319 － 319 

その他経常収益 25 － 25 34 59 

顧客との契約から 

生じる経常収益 
3,561 319 3,881 509 4,391 

上記以外の経常収益 22,507 2,812 25,319 67 25,387 

外部顧客に対する 

経常収益 
26,069 3,131 29,201 577 29,779 

（注）１.一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。 

２.「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業、事務代行業、

電算機による業務処理等事業及び投資事業有限責任組合の組成運営業務等であります。 

 

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報 

上記分解情報に記載している銀行業の役務取引等収益のうち、主なものは、預金・貸出業務は融資関連手数料、為替業

務は内国及び外国為替手数料、代理業務は口座振替手数料及び預かり資産手数料であり、役務の提供時点で履行義務が充

足されたものとして収益を認識しております。 

  



 

 

（企業結合等関係） 

  共通支配下の取引等 

  子会社株式の追加取得 

  １．取引の概要 

  （１）結合当事企業の名称及びその事業の内容 

     愛銀リース株式会社（リース業務） 

  （２）企業結合日 

     2023年８月１日、10日、14日、21日 

  （３）企業結合の法的形式 

     非支配株主からの株式取得 

  （４）結合後企業の名称 

     変更ありません。 

  （５）その他取引の概要に関する事項 

     当行グループ内の持分比率を引き上げることによりグループ経営の強化を図り、これまで以上にグループが一体と

なった総合金融サービスを提供することを目的として、非支配株主が保有する株式を取得したものであります。 

  ２．実施した会計処理の概要 

     「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 2019年１月16日）及び「企業結合会計基準及び事業分離等

会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 2019年１月16日）基づき、共通支配下の取引等のう

ち、非支配株主との取引として処理しております。 

  ３．子会社株式を追加取得した場合に掲げる事項 

     被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 

     取得の対価   現金預け金   1,672百万円  

     取得原価            1,672百万円 

  ４．非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項 

  （１）資本剰余金の主な変動要因 

     子会社株式の追加取得 

  （２）非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

     2,057百万円 

 

（１株当たり情報) 

  １株当たりの純資産額                       22,212円23銭 

  １株当たりの親会社株主に帰属する中間純利益金額            332円71銭 

 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 
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